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令和 5 年度 ～ 5 年度 695 千円

歳出科目： 02.01.12.13.01

695 千円

市費

647 千円
国費

0 千円

県費

0 千円

その他

48 千円

740 千円

大きい ない
ある

ない ⑧受益者負担適
正化余地 ない

市民から届いた声を滞りなく各課へ伝達し、市政に意見が反映できるよう適正に運用している状態である
こと。

成果指標

市民から届いた声を滞りなく各課へ伝達し、市政に意見が反映できるよう適正に運用している状態である
こと。
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森
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令和６年度(令和５年度実施事業分)主要事業評価シート

得られる成果

Ｐ
総合計画： 単位施策： 情報共有

総
合
計
画
と
の
関
係
性
と
予
算
根
拠

問題点・
課題等：

幅広い市民の声を市政へ反映させるため、広聴手法の充実を図る必要があ
る。

PDCA 主要事業名 広聴事業 部課名 企画部市民協働課

主要事業とする理由

市民の意見を反映させた市政運営を行うことで、本市への愛着が醸成され、誰もが住み
続けたいまちにつながる。

評
価
項
目
（
決
算
時
に
作
成
）

様々な広聴手段を活用し、市民の意見を市政に反映することができ、迅速に施策につな
げることができている。

①市の関与の妥当性

③休廃止の影響

④上位施策への貢献 ⑦コスト削
減余地

主
要
施
策
の
成
果
報
告
書
で
活
用

改善推進

引き続き、意見・要望等を施策につなげる管理業務を適切に遂行することにより、市政
運営に反映していく。また、世代等に関わらず多様な市民の意見を聴取するとともに、
市民の声を適切に市政に反映できるよう、既存の制度のあり方の検討も含めた広聴制度
の改善を図り、市民の市政に対する関心や理解を深めていく。

有効性

大きい

②市民ニーズ 高い

目標値や目指すべき状態

目
標
項
目
（
予
算
計
上
時
に
作
成
）

予
算
見
積
書
で
活
用市民の意見を市政に反映し、よりよい市政運営を行うことで、誰もが住み続けたいまち

としていくため。財源内訳

事業概要等

事業概要：
マイレポはんだ、陳情・要望、市長への手紙、住民要望、パブリックコメン
ト手続等で寄せられた市政に対する市民の意見や要望などを把握し、関係課
等への伝達及び進捗管理を行う。

事業目的：
より良い市政運営を行うため、市民等から届く意見を関係課等へ伝達し、施
策に反映させる。

全体事業期間： 全体事業費等：

会計 一般会計

事業内容：
マイレポはんだ、陳情・要望、市長への手紙、住民要望、パブリックコメント手続等の運用を
行うほか、新たにインターネットを活用したアンケート調査として「Eモニター制度」を開始
する。

予算額

得
ら
れ
た
成
果
と

実
績
値

Ｄ 決算額 得られた成果

⑥類似事業の有無

妥当

Ｃ

事業の
評価・課題

B
道路の維持管理などに関する住民要望制度については、進捗管理を適正に行い、スピード感を
もって多くの課題を解決することができており、要望者の期待に応えている状況である。またイ
ンターネットを活用したアンケート調査であるeモニター制度を実施し、市政運営の参考資料と
して活用するとともに、市民の市政への関心や理解を深めることができた。「市長への手紙」に
ついては、市政への政策提言が直接市長に届けられる有効な手法ではあるものの、本来の主旨と
は異なる意見等が増加している傾向にあるため、他の広聴制度と併せて制度のあり方を見直す必
要がある。

効率性

今後の事業
の方向性

課
題
の
整
理

Ａ
課
題
解
決
に
向
け
た

今
後
の
方
向
性

観点別評価

必要性

⑤成果向上の余地


